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  図書館司書  講習    デ タ    展 踏まえ 対応     通知 

＜本通知の  ン ＞

 従前より受講や受講手続きをオンラ ン
で行うことは可能

 受講者のニーズや科目の目的、特 等
 踏まえながら、講習実施機関の実情に
応じ、オンラ ンの活用をご検討いただ 
こと

 受講手続きのオンラ ン化に際しては、
メー や ンターネッ での申 等を
可能とする場合、収集した個 情報に
ついては適切に管理すること。

＜  ＞
・  タ 臨時行 調査 （第4回）資 ※資 7-1、7-2 照
https://www.digital.go.jp/councils/administrative-
research/cb5865d2-8031-4595-8930-8761fb6bbe10/ 

・今後の生涯学習・  教育の振興方 （令和５年３月）
４－１. 今後の生涯学習・  教育の振興方 （重 事項）につ
いて (mext.go.jp) 
４－２. 今後の生涯学習・  教育の振興に る具体 につい
て (mext.go.jp) 

4

令和６年度 地方分権改革に関する提案について

提案事項（提案団体）

司書教諭の設置 務の緩和（八王子市）

提案に関する対応方針

（12）学校図書館法（昭 28 法 185）
司書教諭（５条）については、業務負担の軽減及び地方公共団体における柔軟な人事

配置に資するよう、司書教諭講習修了者の増加を図るため、以下の措置を講ずる。

・司書教諭講習については、オンライン及びオンデマンドを活用し、実施時期について
柔軟な対応を検討するよう、大学及び地方公共団体に令和６年度中に通知する。

・司書教諭講習相当科目を大学の教職課程において選択科目として取り入れるよう、
大学に令和６年度中に協力要請を行う。

・司書教諭講習修了者が特定の教科の教諭に偏らないよう、多様な教科における学校図
書館の活用事例について、地方公共団体に令和６年度中に周知する。

第60回 方分 改革有識者  ・第172回提案募集検討専門部 合同  
（資 ４） 令和６年の 方からの提案等に関する対応方針（案）より

5
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 参考 司書   係科    科   組み入   ①

◯    自  科      司書    科    

＜A   例＞

6

7

 参考 司書   係科    科   組み入   ②

◯    自  科      司書    科   部  

＜ノートルダ 清心女子   例＞

7
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71．社会人教育人材の養成について（社会教育主事・社会教育士関係） 

 

 

 

社会教育人材の養成について
（社会教育主事・社会教育士関係）

  教育主事養成課程の概要

 部科学 令で定めら た  教育に関する科目（生涯学習概 ・生涯学習支援 ・  教育経営 ・  教育
特講・  教育実習・  教育演習、  教育実習又は  教育課  究のうち一以上の科目）を大学が実施。

＜  教育主事の養成に関する科目を開講している大学（令和７年度）＞

1
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  教育主事講習等規程の一部を改正する 令 （令和２年４月施行）

改正の趣旨

○ 「  教育主事養成の見直しに関する基本的な え方について」（平成２９年８月  教育主事養成等の改善・ 実に関する検討 ）等の提言内
容を踏まえ，  教育主事が づ りや  づ りに中核的な 割を うことができるよう，その職務遂行に必要な基礎的な資質・能力を養成するた
め，  教育主事講習（以 「講習」という。）及 大学（短期大学を含 。）における  教育主事養成課程（以 「養成課程」という。）の科目の改善
を図ることとする。

○ また，講習等における学習成果が広   における教育活動に生か  るよう，講習の修了証書 授与者は「  教育士（講習）」と，養成課程の
修了者は「  教育士（養成課程）」と称することができることとする。

改正の概要

施行期日等

○ この 令は，令和２年４月１日から施行する。

○ その他，この 令の施行前に大学に在学している者等に関する所要の経過措置を講ずる。

学習者の多様な特 に応じた学習支援に関する知識及 技
能の習得を図る「生涯学習支援 」と，多様な主体と連携・協働を
図りながら，学習成果を  課   等につな てい ための知
識及 技能の習得を図る「  教育経営 」を新設する。

１．  教育主事講習の科目及 単位数の改善 （第３条関 ）

２．  教育主事養成課程の科目及 単位数の改善 （第１１条第１項関 ）

「生涯学習支援 」 と「  教育経営 」を新設するとと に，

  教育主事の職務を遂行する ために めら る実 的な能
力を身につけることができるよう，「  教育実習」を必修とする。

３．「  教育士（講習）」及 「  教育士（養成課程）」の称号の付与 （第８条第３項，第１１条第３項関 ）

講習の修了証書授与者は「  教育士（講習）」と，養成課程の修了者は「  教育士（養成課程）」と称することができることとする。
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社    士   待    役 割  イ メ   図  

○  社   士          局 配 され  社            講        了       れ  称号 
   社           も そ      こ  分          令和２  月 新      

○ 講             デ ネ  能力  ァシ テ ション能力  レゼンテ ション能力            み    
福祉 防災 観光  ち     社    な分      習活動    通じ  行政 企業 NPO      々な場  
 づ り  な りづ り 地域づ り  核 な役割 果 す    待    ます 

「社   士」  ？  び 通じ   づ り  な りづ り 地域づ り  核 な役割 果  ます 

4

２． ミ ニテ       メ   

称号付与 趣旨

○ 社     講       果   され 社    政 外 分野    も  され 仕 み 構築 
求  れ    ころ 

○ こ    講       果 社    され 広 社        動   され 仕 み 構築  社  
  振興 図    講   了証書     社   士 講           了   社   士 
       称  こ     こ     

社   士  待   役割

○  社   士    講          果     ＮＰＯ 企   多様      
  働   社   施      動 み    環境 福祉  ち     社  多様 分野
       動             地        役  期待され  

○    これ   動 際    地   情      社   士 社           
働 図 れ こ  期待され  

法令根拠

社     講  規  昭和二十六 文部省令第十二号  改正省令 公布日 平 30 2月28日 施 日 令和2 4月1日

第８ 第３項 第１項 規    了証書   され    社   士 講   称  こ      
第11 第３項 第１項 規         科              社   士       称  こ      

  ま  称号付与数

 令和６ 度令和５ 度令和４ 度令和３ 度令和２ 度

6,360 1,540 1,382 1,532 1,414 492   訳   講 

3,333 1,106 1,139 538 336 214   訳     

9,693 2,646 2,521 2,070 1,750 706 社   士称号   

「社会教育士」の称号付与（趣旨及び役割等）

5
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72．初等中等教育段階における生成 AI の利活用に関するガイドライン(Ver. 2.0)【概要】 
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73．教職を目指す皆さんへ ～令和７年６月１１日給特法等改正法が成立しました～ 
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74. 人権教育の指導方法等の在り方について［第三次とりまとめ］及び策定以降の補足資

料 
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75．北朝鮮当局による日本人拉致問題に関する映像作品等の活用促進について（令和 7 年

4 月 1 日通知） 
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76.「生命（いのち）の安全教育」教員向けコンテンツについて（周知） 
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